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1.　17年9月中間期の業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 5,917 (　17.8) 500 ( 229.9) 470 ( 145.7)

16年9月中間期 5,021 (　10.7) 151 (  67.3) 191 (  41.2)

17年3月期 10,366 491 466

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 243 (　96.4) 9 65

16年9月中間期 123 (　92.0) 4 60

17年3月期 246 8 52
(注) ① 期中平均株式数 17年9月中間期 25,231,451株 16年9月中間期 26,971,204株 17年3月期 26,082,713株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　

　

　 円 銭 円 銭

17年9月中間期 3 00 ――――――

16年9月中間期 2 50 ――――――

17年3月期 ―――――― 5 00
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 17,990 8,429 46.9 334 17

16年9月中間期 16,938 7,891 46.6 312 51

17年3月期 17,194 8,069 46.9 318 80
(注) ① 期末発行済株式数 17年9月中間期 25,226,612株 16年9月中間期 25,251,893株 17年3月期 25,237,641株

　 ② 期末自己株式数 17年9月中間期 2,550,988株 16年9月中間期 2,525,707株 17年3月期 2,539,959株

　

2.　18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 11,500 650 320 5 00 8 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）12円69銭　(注)期末配当金には記念配当２円を含む。　　　　
　　※上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。
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1. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,541 　 　 1,457 　 　 1,424 　

　２　受取手形 　 　 977 　 　 1,278 　 　 1,084 　

　３　売掛金 　 　 2,501 　 　 3,060 　 　 2,857 　

　４　たな卸資産 　 　 1,669 　 　 2,010 　 　 1,797 　

　５　その他 　 　 526 　 　 535 　 　 556 　

　　　貸倒引当金 　 　 △13 　 　 △4 　 　 △13 　

　　　流動資産合計 　 　 7,203 42.5 　 8,337 46.3 　 7,706 44.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※２ 　 5,511 　 　 5,205 　 　 5,345 　

　　(2) 機械及び装置 　 　 1,619 　 　 1,444 　 　 1,533 　

　　(3) 土地 ※２ 　 304 　 　 299 　 　 299 　

　　(4) 建設仮勘定 　 　 92 　 　 53 　 　 25 　

　　(5) その他 　 　 414 　 　 389 　 　 405 　

　　　有形固定資産計 　 　 7,941 　 　 7,393 　 　 7,609 　

　２　無形固定資産 　 　 34 　 　 39 　 　 34 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 1,375 　 　 1,903 　 　 1,555 　

　　(2) その他 　 　 402 　 　 386 　 　 306 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △18 　 　 △68 　 　 △18 　

　　　投資その他の資産計 　 　 1,759 　 　 2,220 　 　 1,843 　

　　　固定資産合計 　 　 9,735 57.5 　 9,653 53.7 　 9,487 55.2

　　　資産合計 　 　 16,938 100.0 　 17,990 100.0 　 17,194 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 266 　 　 308 　 　 148 　

　２　買掛金 　 　 898 　 　 1,129 　 　 1,041 　

　３　短期借入金 ※２ 　 3,152 　 　 2,890 　 　 3,051 　

　４　未払法人税等 　 　 16 　 　 18 　 　 35 　

　５　賞与引当金 　 　 332 　 　 494 　 　 374 　

　６　その他 ※３ 　 515 　 　 515 　 　 389 　

　　　流動負債合計 　 　 5,182 30.6 　 5,357 29.8 　 5,041 29.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 　 1,041 　 　 1,431 　 　 1,395 　

　２　退職給付引当金 　 　 1,594 　 　 1,353 　 　 1,483 　

　３　役員退職慰労引当金 　 　 169 　 　 192 　 　 190 　

　４　その他 　 　 1,059 　 　 1,225 　 　 1,013 　

　　　固定負債合計 　 　 3,865 22.8 　 4,202 23.3 　 4,083 23.8

　　　負債合計 　 　 9,047 53.4 　 9,560 53.1 　 9,124 53.1

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,509 14.8 　 2,509 13.9 　 2,509 14.6

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 　 2,229 　 　 2,229 　 　 2,229 　

　　資本剰余金合計 　 　 2,229 13.2 　 2,229 12.4 　 2,229 13.0

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 　 2,272 　 　 2,216 　 　 2,272 　

　２　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 964 　 　 1,235 　 　 1,023 　

　　利益剰余金合計 　 　 3,236 19.1 　 3,452 19.2 　 3,295 19.1

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 519 3.1 　 849 4.8 　 642 3.7

Ⅴ　自己株式 　 　 △603 △3.6 　 △610 △3.4 　 △607 △3.5

　　　資本合計 　 　 7,891 46.6 　 8,429 46.9 　 8,069 46.9

　　　負債・資本合計 　 　 16,938 100.0 　 17,990 100.0 　 17,194 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 5,021 100.0 　 5,917 100.0 　 10,366 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 4,023 80.1 　 4,483 75.8 　 8,183 78.9

　　　売上総利益 　 　 998 19.9 　 1,433 24.2 　 2,182 21.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 847 16.9 　 933 15.7 　 1,691 16.4

　　　営業利益 　 　 151 3.0 　 500 8.5 　 491 4.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 156 3.1 　 164 2.8 　 237 2.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 116 2.3 　 193 3.3 　 263 2.5

　　　経常利益 　 　 191 3.8 　 470 8.0 　 466 4.5

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 153 3.1 　 ― ― 　 297 2.9

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 123 2.5 　 38 0.7 　 320 3.1

　　　税引前中間(当期)純
　　　利益
　

　 　 221 4.4 　 431 7.3 　 443 4.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 9 　 　 9 　 　 15 　 　

　　　法人税等調整額 　 88 97 1.9 178 188 3.2 181 196 1.9

　　　中間(当期)純利益 　 　 123 2.5 　 243 4.1 　 246 2.4

　　　前期繰越利益 　 　 840 　 　 992 　 　 840 　

　　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 63 　

　　　中間(当期)未処分利
　　　益

　 　 964 　 　 1,235 　 　 1,023 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 4 ―



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会

社株式

　　　移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会

社株式

同左

　 　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの

同左

　　　時価のないもの

同左

　 (2) たな卸資産

　　製品及び商品、仕掛品

　　　総平均法による原価

法

(2) たな卸資産

　　製品及び商品、仕掛品

同左

(2) たな卸資産

　　製品及び商品、仕掛品

同左

　 　　原材料及び貯蔵品

　　　月別移動平均法によ

る原価法

　　原材料及び貯蔵品

同左

　　原材料及び貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

　建物、構築物

　　定額法

有形固定資産

　建物、構築物

同左

有形固定資産

　建物、構築物

同左

　 　その他の有形固定資産

　　定率法

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物、構築物８～50年

　　機械及び装置３～12年

　その他の有形固定資産

同左

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物、構築物８～50年

　　機械及び装置３～12年

　その他の有形固定資産

　　　　　同左

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物、構築物８～50年

　　機械及び装置３～12年

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため、前１年間の

支給実績を基礎として当

期冬季賞与の支給見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため、前１年間の

支給実績を基礎として次

年度夏季賞与の支給見込

額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異は、

５年による按分額を発生

年度から費用処理してお

ります。

(3) 退職給付引当金

同左

　

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産残高に基づ

き、当事業年度末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　　なお、数理計算上の差

異は、５年による按分額

を発生年度から費用処理

しております。

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職

慰労金内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職

慰労金内規に基づく当事

業年度末要支給額を計上

しております。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左 　外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を採用し

ております。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特

例処理の要件を満たして

いる金利スワップについ

ては特例処理によってお

ります。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　当期にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりで

あります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 　ａ　ヘッジ手段

　　　　…為替予約

　　　ヘッジ対象

　　　　…製品輸出による

外貨建売上債権

　ｂ　ヘッジ手段

　　　　…金利スワップ

　　　ヘッジ対象

　　　　…借入金

　 　ａ　ヘッジ手段

　　　　…為替予約

　　　ヘッジ対象

　　　　…製品輸出による

外貨建売上債権

　ｂ　ヘッジ手段

　　　　…金利スワップ

　　　ヘッジ対象

　　　　…借入金

　 (3) ヘッジ方針

　　デリバティブ取引に関

する権限規程及び取引限

度額等を定めた内部規程

に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場変動リスク

及び金利変動リスクを一

定の範囲内でヘッジして

おります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計又

は相場変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動を

半期毎に比較し、両者の

変動額等を基礎にしてヘ

ッジ有効性を評価してお

ります。ただし、特例処

理によっている金利スワ

ップについては、有効性

の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 納付税額等の計算にお

ける利益処分方式による

買換資産圧縮積立金取崩

額の取扱い

　　中間会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整

額は、当事業年度に係る

利益処分において予定し

ている買換資産圧縮積立

金の取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係

る金額を計算しておりま

す。

(1) 納付税額等の計算にお

ける利益処分方式による

買換資産圧縮積立金取崩

額の取扱い

同左

―――――

　 (2) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

を採用しております。

(2) 消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　

　　　　　　―――――

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会　平成14

年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会　平成15年10月31日

　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　

　　　　　　―――――
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表示方法の変更

　

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

(中間貸借対照表関係)

　前中間会計期間末において流動資産に区分掲記しており

ました「繰延税金資産」（当中間会計期間末370百万円）

は総資産額の５％以下になったため、当中間会計期間末よ

り流動資産の「その他」に含めて表示しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

13,295百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

13,230百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

12,975百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,471百万円

土地 5

計 2,476百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,376百万円

土地 5

計 2,382百万円

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保資産

建物 2,430百万円

土地 5

計 2,435百万円

　　　担保付債務

短期借入金
　　

170百万円

長期借入金 1,250百万円

(１年内返済分512百万円含
む)

計 1,420百万円

　　　担保付債務

　 　

長期借入金 1,180百万円

(１年内返済分186百万円含
む)

　 　

　　　担保付債務

短期借入金
　　

　2百万円

長期借入金 1,297百万円

(１年内返済分176百万円含
む)

計 1,300百万円

※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３　消費税等の取扱い

同左

―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2百万円

不動産賃貸料 97

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1百万円

不動産賃貸料 58

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 6百万円

不動産賃貸料 152

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 26百万円

賃貸資産
減価償却費

44

　 　

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 26百万円

賃貸資産
減価償却費

45

固定資産廃棄
損

28

貸倒引当金繰
入額

30

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 53百万円

賃貸資産
減価償却費

89

賃貸資産固定
資産税

36

為替差損 32

※３　特別利益の主要項目

土地売却益 153百万円

――――― ※３　特別利益の主要項目

土地売却益 297百万円

※４　特別損失の主要項目

関係会社出資
金評価損

123百万円

※４　特別損失の主要項目

関係会社出資
金評価損

38百万円

※４　特別損失の主要項目

関係会社出資
金評価損

175百万円

構造改善費用 139

　５　減価償却実施額

有形固定資産 331百万円

無形固定資産 3

　５　減価償却実施額

有形固定資産 321百万円

無形固定資産 5

　５　減価償却実施額

有形固定資産 732百万円

無形固定資産 8
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置　　
　　　　
　

303 168 135

車両
運搬具

5 1 4

工具器具
及び備品

270 126 144

合計 580 295 284

　　なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

機械及び
装置　　
　　　　
　

361 212 148

車両
運搬具

5 2 3

工具器具
及び備品

238 112 125

合計 605 327 278

同左

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
　

(百万円)

機械及び
装置

376 197 178

車両
運搬具

5 1 3

工具器具
及び備品

283 148 135

合計 665 347 317

　　なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 91百万円

１年超 193

合計 284

　　なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高の有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 76百万円

１年超 201

合計 278

同左

②　未経過リース料期末残高相当額

　

１年以内 94百万円

１年超 223

合計 317

　　なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 43百万円

減価償却費
相当額

43

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 53百万円

減価償却費
相当額

53

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 95百万円

減価償却費
相当額

95

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成16年９月30日)、当中間会計期間末(平成17年９月30日)及び前事業年度末(平

成17年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはないため記載しておりません。
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１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

固定資産の譲渡

当社は平成16年11月30日開催の取締

役会決議に基づき、固定資産の譲渡

契約を締結いたしました。

主な内容は以下のとおりでありま

す。
　
(1)譲渡契約日 平成16年12月3日

(2)譲渡資産 土地

　
所在地

神奈川県茅ヶ崎市

　 面積　1,566.92㎡

(3)売却利益

見込額
137百万円

(4)引渡日
平成17年１月18日

（予定）

――――― ―――――
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